
別紙様式第１号

年 月 日

○○農政局長 殿
北海道に主たる事務所を置く事業実施主体にあっては経営局長、
沖縄県に主たる事務所を置く事業実施主体にあっては沖縄総合事務局長

○○都道府県担い手育成総合支援協議会
代表者 印

平成 年度事業実施計画書の提出について

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通知）第１の１に基づき、平成 年度事業実施計画書を
作成したので、以下のとおり提出します。



別紙様式第１号

事業開始年度 平成 年度

事業終了年度 平成 年度

担い手経営革新促進事業

平成○年度 事業実施計画書

事業実施主体名：○○県担い手育成総合支援協議会
代 表 者 名：○○ ○○



第１ 事業計画総括表

事業内容 取組概要 事業費（千円） 備考

１ 担い手経営革新計画の策定及び事業推進活動

２ 水田・畑作経営所得安定対策加入者等に対す
る助成

①担い手経営革新モデルの実践事業

②特定対象農産物の生産支援事業

③先進的小麦生産等支援事業

注１：「１ 担い手経営革新計画の策定及び事業推進活動」の欄は、担い手経営革新計画の策定、公募・指定、現地検討会・成績検討会等の開催等につい
て記述する。
２：「２ 水田・畑作経営所得安定対策加入者等に対する助成」の欄の事業費には、対策加入者等への助成金の交付額の合計を記入する（交付に係る事
務費等は「１ 担い手経営革新計画の策定及び事業推進活動」の欄に記入する。）。
３：「２の①担い手経営革新モデルの実践事業」の欄の取組概要には、経営革新モデルの類型毎にモデル経営体数を記入する。
４：「２の②特定対象農産物の生産支援事業」の欄の取組概要には、助成対象となる者の人数及び対象面積の合計を記入する。

第２ 本年度の事業実施方針

１ 管内都道府県における現状と課題

注：管内都道府県における担い手の育成状況及び土地利用型農業の現状を踏まえ、本事業を実施する必要性について具体的に記述すること。

２ 課題を解決するための対応方針

注：１の課題に対応させて記述すること。



第３ 事業実施計画の詳細

１ 担い手経営革新計画の策定及び事業推進活動

（１）担い手経営革新計画の策定・変更
①検討会の開催スケジュール

開催時期 検討内容 事業費（千円）

②検討メンバーの構成

所属 役職 氏名 備 考

注：代表者である都道府県職員等には備考欄に○をつけること。

（２）公募の実施
①経営革新モデルの指定
ア スケジュール等

開催時期 内容 事業費（千円）



イ 審査メンバーの構成

所属 役職 氏名 備 考

注：代表者である都道府県職員等には備考欄に○をつけること。

②特定対象農産物の生産支援事業
ア スケジュール等

開催時期 内容 事業費（千円）

イ 審査メンバーの構成

所属 役職 氏名 備 考

注：代表者である都道府県職員等には備考欄に○をつけること。

③先進的小麦生産等支援事業
ア スケジュール等

開催時期 内容 事業費（千円）



イ 審査メンバーの構成

所属 役職 氏名 備 考

注：代表者である都道府県職員等には備考欄に○をつけること。



（３）現地検討会・成績検討会等の開催

開催時期 内容 事業費（千円）

（４）その他、事業推進上必要となる事務

事務の内容 事業費（千円）

注：「事務の内容」の欄は、申請書の取りまとめ、助成金の振り込み等、具体的に記述すること。



２ 水田・畑作経営所得安定対策加入者等に対する助成

（１）担い手経営革新モデルの実践事業

経営形態 経営革新 モデル経営体 所在地 経営面積 経営概況 取組項目 取組技術 助成額 備考
モデルの名称 の代表者名 （市町村名） （ha） （千円）

家族経営

生産組織

注１：必要に応じて適宜、欄を追加すること。
２：モデル経営体の新規指定予定がある場合、その見込みを記入することとする。なお、19年度の申請においては、「モデル経営体の代表者名」、「所在
地」等は空欄でよい。



（２）特定対象農産物の生産支援事業

18年産の作付 当該年産の作 助成対象とな 助成対象者数
面積 付面積の見込 る面積の見込 の見込み 事業費（千円） 備 考
（ha） み（ha） み（ha） （人）

麦

小麦
二条大麦
六条大麦
はだか麦

大豆

てん菜

でん粉原料用ばれいしょ

合計 延べ 人

（３）先進的小麦生産等支援事業

助成対象者数 助成対象面積 助成単価 事業費
産地名 の見込み（人） （ha） （円/10a） （千円） 備 考

小麦

てん菜

合計 延べ 人

小麦の助成対象面積は、当該年度の翌年産のは種前契約面積又は見込面積とする。
てん菜の助成対象面積は、当該年度の翌年産の作付見込面積とする。
てん菜において、生産者団体が、事業を実施する場合は、「事業費」欄のみ記入する。



第４ 都道府県担い手育成総合支援協議会の構成機関

機関名 代表者氏名（役職） 主たる事務所の所在地 担当者名（役職） 連絡先 備考

注１：代表者である都道府県職員等には備考欄に◎をつけること。
２：連絡窓口となる担当者については、備考欄に○印を付けること。
３：連絡先には、電話番号、ＦＡＸ番号及びメールアドレスを記載すること。

第５ 添付資料

注：本事業の推進上、必要と思われる資料があれば添付すること。



様式例

番 号

年 月 日

都道府県担い手育成総合支援協議会 殿

○○農政局長

北海道に主たる事務所を置く事業実施主体に

あっては経営局長、

沖縄県に主たる事務所を置く事業実施主体に

あっては沖縄総合事務局長

平成○年度事業実施計画書の承認について

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通

知）第１の２の（１）に基づき提出のあった内容について審査した結果、当該計画書を承認したこと

を通知する。



別紙様式第２号

担い手経営革新促進事業
平成○年度 事業実施計画書の承認状況

○○農政局

事業実施主体名 事業内容 取組概要 事業費（千円） 備考

１ 担い手経営革新計画の策定及び事業推進活動 担い手経営革新計画の策
定時期：平成○年○月

２ 水田・畑作経営所得安定対策加入者等に対す
る助成

（承認日 ）
①担い手経営革新モデルの実践事業

②特定対象農産物の生産支援事業

③先進的小麦生産等支援対策

事業費合計

１ 担い手経営革新計画の策定及び事業推進活動 担い手経営革新計画の策
定時期：平成○年○月

２ 水田・畑作経営所得安定対策加入者等に対す
る助成

（承認日 ）
①担い手経営革新モデルの実践事業

②特定対象農産物の生産支援事業

③先進的小麦生産等支援対策

事業費合計

注：適宜、欄を追加し、事業実施主体ごとに記述すること。

事業費合計 千円
うち 担い手経営革新モデルの実践事業 千円

特定対象農産物の生産支援事業 千円
先進的小麦生産等支援対策 千円



別紙様式第３号

年 月 日

○○農政局長 殿
北海道に主たる事務所を置く事業実施主体にあっては経営局長、
沖縄県に主たる事務所を置く事業実施主体にあっては沖縄総合事務局長

○○都道府県担い手育成総合支援協議会
代表者 印

担い手経営革新計画書の提出について

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通知）第２の１に基づき、担い手経営革新計画書を策
定したので、以下のとおり提出します。



別紙様式第３号

事業開始年度 平成 年度

事業終了年度 平成 年度

担い手経営革新促進事業

担い手経営革新計画書

事業実施主体名 ： ○○県担い手育成総合支援協議会



第１ 推進体制

１ 協議会の構成

名 称 構成員
備考

（設立年月日） 氏 名 所属・職名

２ 支援体制図

注：都道府県を中心として、普及指導センター、県試験場、ＪＡ、その他関係機関の関係が分かるように記載する。

第２ 経営革新モデルの設定

１ 担い手を効率的かつ安定的な経営体に発展させるための課題及び対応方向

（全体）

（労働力配分の合理化）

（土地利用の合理化）

（資本装備の効率化）



２ 将来の理想的な土地利用型経営の姿（経営革新モデル）

経営形態 家族経営 経営形態 生産組織

モデルの種類 （複数のモデルを設定する場合は、平地モデル、中山 モデルの種類 （複数のモデルを設定する場合は、平地モデル、中山
間地モデル、複合経営モデル等の別を記入） 間地モデル、複合経営モデル等の別を記入）

作付体系 水稲単作、麦・大豆２毛作＋野菜 作付体系 畑作４年輪作

経営規模 約 ha 経営規模 約 ha

水稲 ha程度 ばれいしょ ha程度
麦 類 ha程度 てん菜 ha程度
大 豆 ha程度 麦 類 ha程度
野菜 ha程度 豆 類 ha程度

ha程度 緑 肥 ha程度

労働力 基幹 名、補助 名 労働力 基幹 名、補助 名

・水稲の直播栽培技術 ・春まき小麦（パン用）の根雪前播種技術
導入を位置付 ・麦・大豆の作期競合回避技術（立毛間播種） 導入を位置付 ・ばれいしょの省力栽培技術
ける新技術 ・耕起・施肥・播種同時作業技術 ける新技術 ・休閑緑肥の導入
（４に具体的 （４に具体的 ・汎用収穫機の利用技術
内容を記載） 内容を記載）

トラクター（ 馬力級）× 台、高精度水稲直播機、 トラクター（ 馬力級）× 台、チゼルプラウシーダ
機械装備 麦・大豆汎用型立毛間は種機、大豆用浅耕逆転ロータ 機械装備 （春まき小麦用）、播種機（ばれいしょ用 条植え

リシーダ、・・・・・・ 台、てん菜用 条植え 台）、ハーベスタ（ばれいし
ょ用 台、てん菜用 台）、ヘイバイン収穫機（小麦
用）・・・・・・

労働時間 ○○○ （対県平均○割） 労働時間 ○○○ （対県平均○割）
（hr/10a） （うち水稲 、麦類 、大豆 、････） （hr/10a） （うちばれいしょ 、てん菜 、麦類 、････）

全算入生産費 ○○○ （対県平均○割） 全算入生産費 ○○○ （対県平均○割）
（円/10a） （うち水稲 、麦類 、大豆 、････） （円/10a） （うちばれいしょ 、てん菜 、麦類 、････）

目標所得 ○○○万円程度 （対県平均○割） 目標所得 ○○○万円程度 （対県平均○割）
（万円/10a） （万円/10a）



３ 将来の理想的な土地利用型経営の姿を実現するための作付体系

（水田作の場合）

○ 経営革新モデルを実践した場合の水田利用の姿（作付体系； 年 作）

１年目 ２年目 ３年目 ○年目 ○年目

現 状 Ⅰ 水稲
Ⅱ 麦

（ 年） Ⅲ 大豆
Ⅳ ○○○

目 標 Ⅰ 水稲
Ⅱ 麦

（ 年） Ⅲ 大豆
Ⅳ ○○○

注：地域の水田での作付体系について、播種期（又は移植期）は○、収穫期は×で示し、「○ ×」のように記述する。

（畑作の場合）

○ 経営革新モデルを実践した場合の畑地利用の姿（作付体系； 年 作）

１年目 ２年目 ３年目 ○年目 ○年目

現 状 Ⅰ ばれいしょ
Ⅱ てん菜

（ 年） Ⅲ 麦類
Ⅳ 豆類
Ⅴ ○○○

目 標 Ⅰ ばれいしょ
Ⅱ てん菜

（ 年） Ⅲ 麦類
Ⅳ 豆類
Ⅴ ○○○

注：地域の畑作での作付体系について、播種期（又は移植期）は○、収穫期は×で示し、「○ ×」のように記述する。



４ 経営革新モデルで導入を位置付ける新技術の内容

項 目 技術の名称 技術の内容 難易度 導入効果

①労働力配分の合理化 水稲直播栽培技術 高精度水稲直播機を用いた条播技術

打ち込み式点播直播機を用いた点播技術

不耕起Ｖ溝直播栽培技術

○○技術

②土地利用の合理化

③資本装備の効率化

５ モデル経営体に対する濃密指導計画

指導事項 実施時期 実施主体 指導の内容及び延べ実施回数等



６ 対象農産物の生産目標及び担い手への農地の集約目標

（１）対象農産物の生産目標

18年産実績 １年目 ２年目 ３年目 目標年度

米 ha ha ha ha ha

麦 ha ha ha ha ha

大豆 ha ha ha ha ha

てん菜 ha ha ha ha ha

でん粉原料用ばれいしょ ha ha ha ha ha

（２）担い手への農地の集約目標

18年産実績 １年目 ２年目 ３年目 目標年度

米 ％ ％ ％ ％ ％

麦 ％ ％ ％ ％ ％

大豆 ％ ％ ％ ％ ％

てん菜 ％ ％ ％ ％ ％

でん粉原料用ばれいしょ ％ ％ ％ ％ ％



７ 先進的小麦生産等支援事業における小麦及びてん菜の目標等（全体行動計画）

○ 小麦主産地
項目 目標 取組内容 行動計画 その他

品質 （等級別、ランク区分別の品質
目標を記載）

（実施要領第３の３の（２）の
生産の安定化 （生産の安定化に関する取組目 表から選択） （左の目標を達成するための行動

標を記載） 計画を記載）

生産のコスト低減 （生産のコスト低減に関する取
組目標を記載）

注：担い手の育成に関連する各種計画等における目標、行動計画等から準用している場合は、８にその関係を記載する。

○ てん菜主産地
項目 目標 取組項目 行動計画 その他

計画的な生産・出 （計画的な生産・出荷に関する （左の目標を達成するための行動
荷 取組目標を記載） （実施要領第３の３の（２）の 計画を記載）

生産のコスト低減 （生産のコスト低減に関する取 表から選択）
組目標を記載）

注：担い手の育成に関連する各種計画等における目標、行動計画等から準用している場合は、８にその関係を記載する。

８ 担い手の育成に関連する各種計画等との関係

関連計画等 関連事項（具体的な数値を用いて関連性を記載すること）
アクションプログラム

地域水田農業ビジョン

産地強化計画



様式例

番 号

年 月 日

都道府県担い手育成総合支援協議会 殿

○○農政局長

北海道に主たる事務所を置く事業実施主体に

あっては経営局長、

沖縄県に主たる事務所を置く事業実施主体に

あっては沖縄総合事務局長

担い手経営革新計画書の承認について

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通

知）第２の４に基づき提出のあった内容について審査した結果、当該計画書を承認したことを通知す

る。



- 1 -

様式例

年 月 日

○○道県担い手育成総合支援協議会会長 殿

○○農協
代表者 印

平成 年度産地行動計画書の提出について

平成 年度産地行動計画書を作成したので、以下のとおり提出します。



- 2 -

様式例

事業開始年度 平成 年度

事業終了年度 平成 年度

担い手経営革新促進事業
先進的小麦生産等支援事業

産地行動計画書

作成： ○○農協



- 3 -

先進的小麦生産等支援事業における産地行動計画書

平成○年○月○日
○○農協

１ 産地行動計画

○ 小麦主産地
項目 目標 取組内容 産地行動計画

品質

生産の安定化 （担い手経営革新計画書より転 （担い手経営革新計画書より転記 （全体行動計画を元に産地行動計画を作成
記する） する） する）

生産のコスト低減

○ てん菜主産地
項目 目標 取組内容 産地行動計画

計画的な生産・出 （担い手経営革新計画書より転 （全体行動計画を元に産地行動計画を作成
荷 記する） （担い手経営革新計画書より転記 する）

生産のコスト低減 する）



様式例

産地行動計画に沿った生産を行う旨の契約（生産契約書）（未定稿）

○○○（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、担い手経営革新促進事業のう

ち先進的小麦生産等支援事業について、次のとおり契約を締結する。

（甲の取組）

１．甲は、乙の策定した産地行動計画に沿って、平成19年度から平成21年度までの間、小麦（てん菜）

の品質向上等に取り組む。その際、契約面積は次のとおりとする。

契約面積

小麦 a

てん菜 a

（事務手続）

２．甲は、先進的小麦生産等支援事業参加申請書について、事業実施主体である道県担い手育成総合

支援協議会に提出する際は、乙を経由して提出する。乙は、その事務手続について甲の手続を代行

する。

（代理受領）

３．乙は、先進的小麦生産等支援事業における道県担い手育成総合支援協議会からの助成金の受領に

ついて、甲を代理して行う。

平成 年 月 日

（甲）

（乙）



別紙様式第４号

平成 年度担い手経営革新促進事業参加申請書（担い手経営革新モデルの実践事業）

都道府県担い手育成総合支援協議会 殿
フリガナ フリガナ
氏名・組織名称 代表者氏名 印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

平成 年度担い手経営革新促進事業に参加したいので、以下のとおり申請します。

申請年月日 年 月 日

申請者連絡先等
〒 － Tel（ ） － Fax（ ） －
申請者生年月日又は組織等設立年月日 E-Mail
大正 昭和 平成 年 月 日
住所

振込先口座
金融機関名 金融機関コード 支店名 支店コード 種目

銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 □当座 □通知

農業協同組合 信連 農林中金 □普通 □別段

口座番号 口座名義

（桁数が 7桁に満たない場合は、先頭から「０」を記入して 7桁とすること） カナ

漢字

経営形態（該当する□にレ印を記入）
□ 認定農業者（個人） □認定農業者（法人）（特定農業法人を含む） □特定農業団体 □特定農業団体以外の農作業受託組織

水田・畑作経営所得安定対策への加入状況（該当する□にレを記入（複数選択可））
□私は加入（加入予定を含む）しています（□生産条件不利補正交付金 □収入減少影響緩和交付金）



別紙様式第４号

モデル経営体の応募様式

○○年○月○日

１ 応募経営体 （代表者氏名 ）

２ 応募する将来の理想的な土地利用型経営の姿（経営革新モデル）

（注）都道府県担い手育成総合支援協議会策定の「担い手経営革新計画」において示された経営革新モデルから選択すること

３ 経歴
昭和 ○年 就農（経営規模○○ha）
平成 ○年 ○○作付開始

○○機械導入、○○技術導入
○○賞受賞

平成 ○年

４ 経営状況
経営形態
作付体系
経営規模 約 ha

水稲 ha程度
麦類 ha程度
大豆 ha程度
野菜 ha程度
その他 ha程度

労働力 基幹 名、補助 名
導入する新技術

機械装備
所得 ○○万円
（万円）
単収 水稲 kg／10a、麦
（kg／10a）



５ モデル経営体に応募する理由

６ 青色申告の実施状況（該当するものに○）
青色申告を 行っている 行っていない 行う予定（ 年産から）

７ 複式簿記の活用状況（該当するものに○）
複式簿記を活用した経営管理を している していない 開始する予定（ 年産から））

８ ５年後の経営の姿（目標とする経営規模、労働時間、生産費、所得の水準等に触れつつ自由に記述）

（注）必要に応じて適宜、質問項目を追加すること

本申請書に係る個人情報の取り扱いについて
都道府県担い手育成総合支援協議会は、本申請書の記載内容及び添付書類に含まれる個人情報を「個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）」及び関係法令に基

づき適正に管理し、担い手経営革新促進事業に係る交付事務及び連絡のために利用します。

また、申請者の関係する農業協同組合、集荷業者、販売又は販売の委託先、登録検査機関、都道府県担い手育成総合支援協議会の構成機関、地域担い手育成総合支援協議会の

構成機関及び国の関係機関へ申請内容を確認するために提供する場合があります。さらに、本申請に係る氏名、データ等については、別途公表する場合もあります。

公募に関連して提供された個人情報については、選考の目的に限って利用し、選考終了後は、選考を通過した方の情報を除き、全ての個人情報を責任を持って破棄します。

なお、本申請書を提出された場合は、本個人情報の取扱いについて同意したものとして取り扱います。



様式例

番 号

年 月 日

殿

○○都道府県担い手育成総合支援協議会

代表者氏名 印

平成○○年度担い手経営革新促進事業のモデル経営体の選定結果について

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通

知）第３の１の（１）に基づき申請のあった内容について審査した結果、貴殿をモデル経営体として

指定したので通知する。

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通

知）第３の１の（１）に基づき申請のあった内容について審査した結果、貴殿をモデル経営体として

指定しなかったので通知する。



別紙様式第５号（別紙様式第６号）

モ デ ル 経 営 体 実 践 計 画 書（実績報告書（兼支払請求書））
年 月 日

モデル経営体名：(有)○○ファーム（代表者○○） 印

現 状 （平成18年） 初年度（平成19年） ２年目（平成20年） ３年目（平成21年）

経営形態 特定農業団体

作付体系 水稲単作、麦・大豆２毛作 水稲単作、麦・大豆２毛作
＋野菜

経営規模 ha ha

水 稲 ha ha
麦 類 ha ha
大 豆 ha ha
野 菜 ha ha
その他 ha ha
うち不作付地 ha ha

労働力 基幹 名、補助 名 基幹 名、補助 名

労働力配分の合理化

土地利用の合理化

資本装備の効率化

・水稲の直播栽培技術（○ha） ・水稲の直播栽培技術（○ha） ・水稲の直播栽培技術（○ha）
導入する新技術 ・麦・大豆の作期競合回避技術（立 ・麦・大豆の作期競合回避技術 ・麦・大豆の作期競合回避技術

毛間播種）（○ha） （立毛間播種）（○ha） （立毛間播種）（○ha）
・耕起・施肥・播種同時作業技術 ・耕起・施肥・播種同時作業技術
（○ha） （○ha）

トラクター（ 馬力級）×○ トラクター（ 馬力級）× 台、
機械装備 台、４条田植機、ロータリー、 高精度水稲直播機、立毛間播種機

・・・・・・ （麦・大豆汎用型）、大豆用浅耕
逆転ロータリシーダ、・・・・・

目標所得 ○○○万円 ○○○万円
（万円/10a）

（経営規模面積－不作付地面積） × 単価 × 取組項目数 ＝ 平成○年度助成額 円

経
営
革
新
に
向
け
た

課
題
や
取
組
内
容



○実践計画書には以下の書類を添付すること
経営規模を確認できる書類（農地基本台帳の写し等）

○実績報告書（兼支払請求書）には以下の書類を添付すること
品目横断的経営安定対策加入者登録通知書（品目横断実施要領別紙様式第６号）の写し

本申請書に係る個人情報の取り扱いについて
都道府県担い手育成総合支援協議会は、本申請書の記載内容及び添付書類に含まれる個人情報を「個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）」及び関係法令に基づき
適正に管理し、担い手経営革新促進事業に係る交付事務及び連絡のために利用します。
また、申請者の関係する農業協同組合、集荷業者、販売又は販売の委託先、登録検査機関、都道府県担い手育成総合支援協議会の構成機関、地域担い手育成総合支援協議会の構
成機関及び国の関係機関へ申請内容を確認するために提供する場合があります。さらに、本申請に係る氏名、データ等については、別途公表する場合もあります。
なお、本申請書を提出された場合は、本個人情報の取扱いについて同意したものとして取り扱います。



別紙様式第７号

年 度 ○○年度

事業実施状況報告書

モ デ ル 経 営 体 の 育 成 状 況 等

水田・畑作経営
所得安定対策 うち 経営革新モデルの妥当性又は改善点
県内合計数 モデル経営体数

合 計 モデルの種類(注)

平地モデル

家族経営 中山間地モデル

複合経営モデル

・・・

生産組織

（注）担い手経営革新計画において設定した経営革新モデルごとに記入



別 添

○ モデル経営体リスト

モデル経営体 代表者氏名 経営形態 現 行 ３年後の目標とする経営の姿
（事業参加者）

経営耕地面積 作付作物 経営耕地面積 作付作物 農業所得

○○太郎 － 家族経営 ha 水稲 ha ha 水稲 ha 千円
小麦 ha 小麦 ha
大豆 ha 大豆 ha

(有)△△ファーム 特定農業
団体

□□営農組合 集落営農
組織



別紙様式第８号

平成 年度担い手経営革新促進事業参加申請書（特定対象農産物の生産支援事業）

都道府県担い手育成総合支援協議会 殿
フリガナ フリガナ
氏名・組織名称 代表者氏名 印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

平成 年度担い手経営革新促進事業に参加したいので、以下のとおり申請します。

１ 申請年月日 平成 年 月 日

２ 申請者連絡先等
〒 － Tel（ ） － Fax（ ） －
申請者生年月日又は組織等設立年月日 E-Mail
大正 昭和 平成 年 月 日
住所

３ 振込先口座
金融機関名 金融機関コード 支店名 支店コード 種目

銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 □当座 □通知

農業協同組合 信連 農林中金 □普通 □別段

口座番号 口座名義

（桁数が7桁に満たない場合は、先頭から「０」を記入して7桁とすること） カナ

漢字

４ 経営形態（該当するものにレ印を記入）
□ 認定農業者（個人） □認定農業者（法人）（特定農業法人を含む） □特定農業団体 □特定農業団体以外の農作業受託組織

５ 水田・畑作経営所得安定対策への加入状況（該当する□にレを記入（複数選択可））
□私は加入（加入予定を含む）しています（□生産条件不利補正交付金 □収入減少影響緩和交付金）



６ □農外からの新規参入 □米の生産調整強化への対応 □経営面積の拡大 □地方農政局長が特に認める場合
（当てはまる場合の□にレをつける）

７ 作付計画書
（１）農外からの新規参入の場合

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

当該年産 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (ｱ) ㎡

作付計画

（注）具体的計画を有していない場合は、見込みの面積を記入する。

保有する見込み (ｲ) ㎡ (ｱ－ｲ) ㎡

期間平均生産面積

助成対象 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

見込み面積

（注）助成対象見込み面積は、（ア－イ）の面積を各特定対象農産物の当該年産作付計画の範囲内で分配する。

導入する新技術

（技術を導入する作物） （ ）
（注）特定対象農産物以外の作物に技術を導入する場合は、その農産物の作付面積も記入する。

添付書類
・新規参入であることを証明する書類（市町村農業委員会が新規参入であることを証明する書類（別紙１））

・は種前契約の締結等、需要に応じた生産を実施していることが確認できる書類（は種前契約書の写し等）



（２）米の生産調整強化への対応の場合
当該年産の生産調整 ㎡ 当該年産の生産調整 ㎡ 18年産の生産調整 ㎡ 上限（a－c） (ｱ) ㎡

実施面積(a) 目標水準（b） 目標水準（c） （又はb－c）

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

当該年産 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

作付計画（①）

（注）具体的計画を有していない場合は、見込みの面積を記入する。

18年産の ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

作付面積（②）

作付増加面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (ｲ) ㎡

（①－②）

(ウ) ㎡ （注）(ｱ)又は(ｲ)の小さいほうを上限とする

助成対象見込面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（③）

（注）助成対象面積は、（ウ）の面積を各特定対象農産物の作付拡大面積の範囲内で分配する。

導入する新技術

（技術を導入する作物） （ ）
（注）特定対象農産物以外の作物に技術を導入する場合は、その農産物の作付面積も記入する。

添付書類
・生産調整実施面積及び生産調整目標面積を確認できる書類（水田台帳の写し等）

・18年産の作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）（初年度に提出している場合は、２年目以降は提出不要）

・は種前契約の締結等、需要に応じた生産を実施していることが確認できる書類（は種前契約書の写し等）



（３）経営面積の拡大の場合
当該年産の ㎡ 裏作麦又は麦跡大豆 ㎡ 18年産における ㎡ 経営面積の差 (ｱ) ㎡

経営面積（a） の拡大面積（b） 経営面積(c) （上限）（a＋b－c）

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

当該年産 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

作付計画（①）

（注）具体的計画を有していない場合は、見込みの面積を記入する。

18年産の ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

作付面積（②）

当該年産－18年 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (ｲ) ㎡

産の差（①－②）

農地の出し手から移動の (ｳ) ㎡ (ｴ) ㎡ （注）(ｱ)又は(ｲ)の小さい (ｴ－ｳ) ㎡

見込まれる期間平均生産面積 ほうを上限とする

助成対象見込面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（③）

（注）助成対象面積は、（エ－ウ）の面積を各特定対象農産物の作付拡大面積の範囲内で分配する。

導入する新技術

（技術を導入する作物） （ ）
（注）特定対象農産物以外の作物に技術を導入する場合は、その農産物の作付面積も記入する。

添付書類
・経営面積の拡大が確認できる書類（18年産収穫以降に権利を取得した農地の売買契約書、作業受委託等の契約書の写し等）

・18年産の作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）（初年度に提出している場合は、２年目以降は提出不要）

・は種前契約の締結等、需要に応じた生産を実施していることが確認できる書類（は種前契約書の写し等）

・（19年産以降に裏作麦又は麦跡大豆を作付けする場合）18年産の裏作作物又は麦跡大豆の作付がなかったことの証明する書類（農業協同組合等の出荷先の長による作付け

がなかったことの証明書（別紙３）等）

・（法人、特定農業団体又は特定農業団体以外の農作業受託組織の場合）特定対象農産物の生産を行わずに期間平均面積を保有し続けている構成員がいないことを証明する

書類（構成員ごとの生産条件不利補正交付金期間平均生産面積通知書（品目横断実施要領別紙様式第９号）の写し、構成員ごとの共済細目書の写し等）



（４）地方農政局長が特に認める場合
特に認める内容

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用

ばれいしょ

当該年産作付計画（助 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

成対象見込み面積）

（注）具体的計画を有していない場合は、見込みの面積を記入する。

添付書類
・18年産の作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）（初年度に提出している場合は、２年目以降は提出不要）

・災害、土地改良事業等により収穫が皆無であったことを証明する書類（災害：農業共済組合等（品目横断実施要領第５の１の（３）のエの（ウ）と同じ。）の長による収

穫皆無となったことを証する書類（共済加入者名、年産、農産物名、収穫皆無となった農地の地名・地番が記載されているものに限る）（農業共済組合等において証明で

きない場合にあっては、市町村又は農業協同組合による収穫皆無となったことを証する書類（別紙２））、土地改良事業：当該事業の実施計画書の写し等）

本報告書に係る個人情報の取り扱いについて
都道府県担い手育成総合支援協議会は、本申請書の記載内容及び添付書類に含まれる個人情報を「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」及び関係法令に基づ

き適正に管理し、担い手経営革新促進事業に係る交付事務及び連絡のために利用する。

また、申請者の関係する農業協同組合、農業共済組合等、集荷業者、販売又は販売の委託先、登録検査機関、都道府県担い手育成総合支援協議会の構成機関、地域担い手育成

総合支援協議会の構成機関及び国の関係機関へ申請内容を確認するために提供する場合がある。

なお、本申請書を提出された場合は、本個人情報の取扱いについて同意したものとして取り扱う。



（ブロックローテーションの場合は、以下の必要な事項に記入すること）

１ ブロックローテーション参加者名簿
氏名 住所 Tel Fax

〒

２ 記入面積の参加者ごとの内訳
（１）当該年産の生産調整実施面積

氏名 ㎡

（２）当該年産の生産調整目標水準
氏名 ㎡

（３）18年産の生産調整目標水準
氏名 ㎡

（４）当該年産作付計画
氏名 小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ばれいしょ ㎡

（注）具体的計画を有していない場合は、見込みの面積を記入する。



（５）18年産の作付面積
氏名 小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ばれいしょ ㎡

添付書類
・記載した事項について、参加者ごとに確認できる書類

・ブロックローテーションを実施していること及びその範囲・参加者等を明文化した申し合わせ書等



（別紙１）

年 月 日

市町村農業委員会

代表 殿

フリガナ フリガナ

氏名 代表者氏名 印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

私は、下記のとおり平成 17年産以降に農外から新規参入したことを証明願います。

記

１ 新規参入年月日 平成 年 月 日

２ 新規参入の状況

（１）住所（所在地）

（２）経営面積（地番ごと）

地番 面 積

㎡

㎡

㎡

上記のとおり新規参入したことを証明します。

平成 年 月 日

印

（市町村農業委員会の代表者）



（別紙２）

収穫皆無となったことの証明書

１ 氏名

２ 住所

３ 収穫皆無のあった農産物名及び年産

４ 収穫皆無となった農地の地名地番

５ 収穫皆無となった理由

上記の事実があったことについて証明する。

平成 年 月 日

住所

氏名 市町村長及び農業共同組合

の代表者 印



（別紙３）

18年産の裏作作物又は麦跡大豆の作付けがなかったことの証明書

１ 氏名

２ 住所

18年産の裏作作物又は麦跡大豆の作付けがなかったことについて証明する。

平成 年 月 日

住所

氏名 農業共同組合等の

出荷業者の代表者 印



様式例

番 号

年 月 日

殿

○○都道府県担い手育成総合支援協議会

代表者氏名 印

平成○○年度担い手経営革新促進事業の特定対象農産物の生産支援の対象通知

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通

知）第３の２の（２）に基づき申請のあった内容について審査した結果、貴殿は特定対象農産物の生

産支援の対象であることを通知する。

なお、本通知を受けた者は、担い手経営革新促進事業実施要領第３の２の（３）の②に基づき、○

月○日までに、都道府県担い手育成総合支援協議会に対し、実績報告書（兼支払請求書）を提出する

ものとする。

「担い手経営革新促進事業実施要領」（平成19年３月30日付け18経営第7679号農林水産省経営局長通

知）第３の２の（２）に基づき申請のあった内容について審査した結果、貴殿は要件を満たさなかっ

たことを通知する。



別紙様式第９号

平成 年度担い手経営革新促進事業実績報告書（兼支払請求書）（特定対象農産物の生産支援事業）

都道府県担い手育成総合支援協議会 殿
フリガナ フリガナ
氏名・組織名称 代表者氏名 印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

平成 年度担い手経営革新促進事業の支払請求をしたいので、以下のとおり申請します。

１ 申請年月日 平成 年 月 日

２ 支払請求額 ○○○円

３ □農外からの新規参入 □米の生産調整強化へ対応 □経営面積の拡大 □地方農政局長が特に認める場合
（当てはまる場合の□にレをつける）

添付書類
・品目横断的経営安定対策加入者登録通知書（品目横断実施要領別紙様式第６号）の写し



４ 実績報告書
（１）農外からの新規参入の場合

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

当該年産 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (ｱ) ㎡
作付面積

保有している (ｲ) ㎡ (ｱ－ｲ) ㎡
期間平均生産面積

助成対象面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
（①）

（注）助成対象面積は、（ア－イ）の面積を各特定対象農産物の当該年産作付面積の範囲内で分配する。

単価（②） 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a

助成額 小麦計 二条大麦計 六条大麦計 はだか麦計 大豆計 てん菜計 でん粉原料用ばれいしょ計 交付申請額計

（①×②÷1000） 円 円 円 円 円 円 円 円

新技術の導入状況（該当するものに○） 新技術を 導入した 導入していない
導入した新技術

（技術を導入した作物） （ ）
（注）特定対象農産物以外の作物に技術を導入した場合は、その農産物の作付面積も記入する。

添付書類
・保有している期間平均生産面積が確認できる書類（生産条件不利補正交付金期間平均生産面積申請書（品目横断実施要領別紙様式第 11－１号）の写し）
・作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）



（２）米の生産調整強化へ対応の場合
当該年産の生産調整 ㎡ 当該年産の生産調整 ㎡ 18年産の生産調整 ㎡ 上限（a－c） (ｱ) ㎡

実施面積(a) 目標水準（b） 目標水準（c） （又はb－c）

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

当該年産 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
作付面積（①）
18年産の ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

作付面積（②）
作付増加面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (ｲ) ㎡
（①－②）

(ウ) ㎡ （注）(ｱ)又は(ｲ)の小さいほうを上限とする

助成対象面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
（③）

（注）助成対象面積は、（ウ）の面積を各特定対象農産物の作付拡大面積の範囲内で分配する。

単価（④） 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a

助成額 小麦計 二条大麦計 六条大麦計 はだか麦計 大豆計 てん菜計 でん粉原料用ばれいしょ計 交付申請額計

（③×④÷1000） 円 円 円 円 円 円 円 円

品質について、上位 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
区分の占める比率

（注）上位区分に占める比率は、麦及び大豆にあっては、農産物規格規程に定める産地品種銘柄ごとにみることもできる。

新技術の導入状況（該当するものに○） 新技術を 導入した 導入していない
導入した新技術

（技術を導入した作物） （ ）
（注）特定対象農産物以外の作物に技術を導入した場合は、その農産物の作付面積も記入する。

添付書類
・作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）
・生産物の品質について、上位区分の占める比率が農協等の出荷単位ごとに分かる書類（水田・畑作経営所得安定対策の毎年の生産量・品質に基づく交付金における確認
書類に準ずる）



（３）経営面積の拡大の場合
当該年産の ㎡ 裏作麦又は麦跡大豆 ㎡ 18年産における ㎡ 経営面積の差 (ｱ) ㎡
経営面積（a） の拡大面積（b） 経営面積(c) （上限）（a＋b－c）

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

当該年産 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
作付面積（①）
18年産の ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

作付面積（②）
当該年産－18年 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (ｲ) ㎡
産の差（①－②）

農地の出し手から移動の (ｳ) ㎡ (ｴ) ㎡ （注）(ｱ)又は(ｲ)の小さい (ｴ－ｳ) ㎡
あった期間平均生産面積 ほうを上限とする

助成対象面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
（③）

（注）助成対象面積は、（エ－ウ）の面積を各特定対象農産物の作付拡大面積の範囲内で分配する。

単価（④） 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a

助成額 小麦計 二条大麦計 六条大麦計 はだか麦計 大豆計 てん菜計 でん粉原料用ばれいしょ計 交付申請額計

（③×④÷1000） 円 円 円 円 円 円 円 円

品質について、上位 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
区分の占める比率

（注）上位区分に占める比率は、麦及び大豆にあっては、農産物規格規程に定める産地品種銘柄ごとにみることもできる。

新技術の導入状況（該当するものに○） 新技術を 導入した 導入していない
導入した新技術

（技術を導入した作物） （ ）
（注）特定対象農産物以外の作物に技術を導入した場合は、その農産物の作付面積も記入する。

添付書類
・経営面積の確認に係る書類（農地基本台帳の写し等）
・作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）
・期間平均面積が農地の出し手から移動されていることを証明する書類（生産条件不利補正交付金期間平均面積通知書（品目横断実施要領別紙様式第９号）、生産条件不利
補正交付金期間平均生産面積申請書（品目横断実施要領別紙様式第 11－１号）の写し）

・生産物の品質について、上位区分の占める比率が農協等の出荷単位ごとに分かる書類（水田・畑作経営所得安定対策の毎年の生産量・品質に基づく交付金における確認
書類に準ずる）



（４）地方農政局長が特に認める場合
特に認める内容

小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用 特定対象農産物

ばれいしょ 計

助成対象面積（当該 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
年産作付面積）（①）

単価（②） 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a 円/10a

助成額 小麦計 二条大麦計 六条大麦計 はだか麦計 大豆計 てん菜計 でん粉原料用ばれいしょ計 交付申請額計

（①×②÷1000） 円 円 円 円 円 円 円 円

添付書類
・作付面積の確認に係る書類（共済掛金賦課金納入告知書の写し等）

本報告書に係る個人情報の取り扱いについて
都道府県担い手育成総合支援協議会は、本申請書の記載内容及び添付書類に含まれる個人情報を「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」及び関係法令に基づ

き適正に管理し、担い手経営革新促進事業に係る交付事務及び連絡のために利用する。
また、申請者の関係する農業協同組合、農業共済組合等、集荷業者、販売又は販売の委託先、登録検査機関、都道府県担い手育成総合支援協議会の構成機関、地域担い手育成

総合支援協議会の構成機関及び国の関係機関へ申請内容を確認するために提供する場合がある。
なお、本申請書を提出された場合は、本個人情報の取扱いについて同意したものとして取り扱う。



（様式第８号、第９号記載上の留意事項）

１ 「当該年産作付計画」は、当該年産の品目ごとの共済細目書の面積を記載する。

２ 「当該年産作付面積」は、当該年産の品目ごとの共済掛金賦課金納入告知書等の面積を記載する。

３ 「18年産の作付面積」は、18年産の品目ごとの共済掛金賦課金納入告知書等の面積を記載する。（初年度に確認している場合は、２年目以降は確認不
要）

４ 「保有する見込み期間平均生産面積」は、生産条件不利補正交付金期間平均生産面積申請書（品目横断実施要領別紙様式第11－１号）の面積に記載見
込みの面積を記載する。

５ 「保有している期間平均生産面積」は、生産条件不利補正交付金期間平均生産面積申請書（品目横断実施要領別紙様式第11－１号）の面積を記載する。

６ 「農地の出し手から移動のある見込み期間平均生産面積」は、「生産条件不利補正交付金期間平均面積通知書（品目横断実施要領別紙様式第９号）に
記載のある面積」と「生産条件不利補正交付金期間平均面積申請書（品目横断実施要領別紙様式第11－１号）に記載見込みの面積」との差を記載する。

７ 「農地の出し手から移動のあった期間平均生産面積」は、「生産条件不利補正交付金期間平均面積通知書（品目横断実施要領別紙様式第９号）に記載
のある面積」と「生産条件不利補正交付金期間平均面積申請書（品目横断実施要領別紙様式第11－１号）に記載のある面積」との差を記載する。

８ 「当該年産の生産調整目標水準」は、水田台帳面積と水稲作付確定面積の差を記載する。

９ 「当該年産の生産調整実施面積」は、水田台帳面積と主食用等水稲作付面積の差を記載する。

10 「18年産の生産調整目標水準」は、18年産の水田台帳面積と18年産の水稲作付確定面積の差を記載する。（初年度に確認している場合は、２年目以降
は確認不要）

11 「当該年産の経営面積」は、農地基本台帳の経営面積と農作業受委託契約書の面積の合計を記載する。

12 「裏作麦又は麦跡大豆の作付拡大面積」は、18年産からの農作物共済加入面積又は畑作物共済加入面積の拡大面積のうち、裏作麦又は麦跡大豆の拡大
面積を記載する。

13 「18年産における経営面積」は、当該年の農地基本台帳の経営面積から18年産収穫以降に移動のあった経営面積を加減して得られた面積の合計を記載
する。（初年度に確認している場合は、２年目以降は確認不要）



（ブロックローテーションの場合は、以下の必要な事項に記入すること）

１ ブロックローテーション参加者名簿
氏名 住所 Tel Fax

〒

２ 記入面積の参加者ごとの内訳
（１）当該年産の生産調整実施面積

氏名 ㎡

（２）当該年産の生産調整目標水準
氏名 ㎡

（３）18年産の生産調整目標水準
氏名 ㎡

（４）当該年産作付面積
氏名 小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ばれいしょ ㎡



（５）18年産の作付面積
氏名 小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ばれいしょ ㎡

添付書類
・記載した事項について、参加者ごとに確認できる書類
・ブロックローテーションを実施していること及びその範囲・参加者等を明文化した申し合わせ書等



別紙様式第10号

平成 年度担い手経営革新促進事業実績報告書（兼支払請求書）の延期申出書

都道府県担い手育成総合支援協議会 殿

フリガナ フリガナ

氏名 代表者氏名 印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

平成 年度担い手経営革新促進事業の実績報告書（兼支払請求書）の提出について４月末日まで延

期申出をしたいので、申請します。

申請年月日 年 月 日



別紙様式第11号

年 度 ○○年度

事業実施状況報告書

特定対象農産物の生産面積拡大状況等

当年度助成対象 前年度申請延期 当年度申請延期

面積 面積 面積（見込み） 分析と今後の方針
ha ha ha

小 麦
ha ha ha

二 条 大 麦
ha ha ha

六 条 大 麦
ha ha ha

は だ か 麦
ha ha ha

大 豆
ha ha ha

て ん 菜
ha ha ha

でん粉原料用ばれいしょ

管内都道府県 ha ha ha
合計面積

注１ 当年度助成対象面積欄には、当年度の申請期日までに実績報告書（兼支払請求書）の提出があった経営体の助成対象面積を記入する。

２ 前年度申請延期面積欄には、前年に申請延期を行った経営体の助成対象面積を記入する。

３ 当年度申請延期面積（見込み）欄には、当年度の申請期日までに実績報告書（兼支払請求書）の提出ができない経営体の助成対象見込み面積を記入する。



別紙様式第12号

平成 年度担い手経営革新促進事業参加申請書（先進的小麦生産等支援事業）

道県担い手育成総合支援協議会 殿

（経由 ○○農協 代表 殿）
フリガナ フリガナ
氏名・組織名称 代表者氏名 印

※代表者氏名は法人・組織のみ記入

平成 年度担い手経営革新促進事業（先進的小麦生産等支援事業）について以下のとおり申請します。

１ 申請年月日 平成 年 月 日

２ 申請者連絡先等
〒 － Tel（ ） － Fax（ ） －
申請者生年月日又は組織等設立年月日 E-Mail
大正 昭和 平成 年 月 日
住所

３ 振込先口座
金融機関名 金融機関コード 支店名 支店コード 種目

銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 □当座 □通知

農業協同組合 信連 農林中金 □普通 □別段

口座番号 口座名義

（桁数が7桁に満たない場合は、先頭から「０」を記入して7桁とすること） カナ

漢字

４ 支払請求額 ○○○円



５ 取組のチェックシート（該当する□にレ印を記入）
○ 小麦主産地
私は、産地行動計画に基づき、
□●●に関する取組を行います。
□●●に関する取組を行います。
□●●に関する取組を行います。

○ てん菜主産地
私は、産地行動計画に基づき、
□●●に関する取組を行います。
□●●に関する取組を行います。
□●●に関する取組を行います。

６ 水田・畑作経営所得安定対策の加入状況（加入している場合は□にレを記入）

□ 私は、水田・畑作経営所得安定対策に加入しています。

７ 実績報告書
対象面積（①） 単価（②） 助成額（①×②）

㎡ 円/10a 円

小 麦
㎡ 円/10a 円

てん菜



別紙様式第13号

平成 年度担い手経営革新促進事業報告書（先進的小麦生産等支援事業）

道県担い手育成総合支援協議会 殿
○○農協 代表

平成 年度担い手経営革新促進事業（先進的小麦生産等支援事業）の助成対象者の申請書を取りまとめましたので、以下のとおり提出します。

１ 振込先口座
金融機関名 金融機関コード 支店名 支店コード 種目

銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 □当座 □通知

農業協同組合 信連 農林中金 □普通 □別段

口座番号 口座名義

（桁数が7桁に満たない場合は、先頭から「０」を記入して7桁とすること） カナ

漢字

２ 助成額 ○○○円

３ 実績報告書
助成対象者数 対象面積（①） 単価（②） 助成額（①×②）

経営体 ㎡ 円/10a 円

小 麦
経営体 ㎡ 円/10a 円

てん菜

４ 添付書類
２の内訳を証する助成対象者ごとの別紙様式第12号「平成 年度担い手経営革新促進事業参加申請書（先進的小麦生産等支援事業）」を添付すること



別紙様式第14号

平成 年度担い手経営革新促進事業参加申請書（先進的小麦生産等支援事業のうちてん菜分[団体用]）

北海道担い手育成総合支援協議会 殿
○○農協 代表

平成 年度担い手経営革新促進事業（先進的小麦生産等支援対策事業のうちてん菜分）について以下のとおり申請します。

１ 申請年月日 平成 年 月 日

２ 申請者連絡先等
〒 － Tel（ ） － Fax（ ） －
担当者役職名 担当者氏名 E-Mail

住所

３ 振込先口座
金融機関名 金融機関コード 支店名 支店コード 種目

銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 □当座 □通知

農業協同組合 信連 農林中金 □普通 □別段

口座番号 口座名義

（桁数が7桁に満たない場合は、先頭から「０」を記入して7桁とすること） カナ

漢字

４ 支払請求額 ○○○円

５ 取組内容



別紙様式第15号

年 月 日

道県担い手育成総合支援協議会 殿

○○農協 代表

生産契約書の確認について

生産契約書に基づき、助成対象者が契約を遵守しているを確認したところ、違反していると認めら

れる者について下記のとおり報告します。

記

違反者氏名 違反した品目 違反した助成対象面積

㎡



別紙様式第16号

年 度 ○○年度

事業実施状況報告書

先進的小麦生産等支援事業の対象面積等

当年度助成対象

面積 助成対象者数 分析と今後の方針
ha 経営体

小 麦
ha 経営体

て ん 菜



別紙様式第17号

年 度 ○○年度

事業実施状況報告書（総括表）
○○都道府県担い手育成総合支援協議会

○担い手経営革新モデルの実践事業
取組概要
担い手経営革新計画策定日 年 月 日

開催時期 内 容
現地検討会及び成績検討会等 年 月 日 ○○検討会開催

の開催 年 月 日 ・・・

モデル経営体数 経営体

助 成 額 計 円

○特定対象農産物の生産支援事業
取組概要

当年度助成対象 前年度申請延期 当年度申請延期
面積 面積 面積（見込み）

小 麦 ha ha ha
二 条 大 麦 ha ha ha
六 条 大 麦 ha ha ha
は だ か 麦 ha ha ha
大 豆 ha ha ha
て ん 菜 ha ha ha
でんぷん原料用ばれいしょ ha ha ha
管内都道府県合計面積 ha ha ha
注１ 当年度助成対象面積欄には、当年度の申請期日までに実績報告書（兼支払請求書）の提出があった経営体の助成対象面積を記入する。
２ 前年度申請延期面積欄には、前年に申請延期を行った経営体の助成対象面積を記入する。
３ 当年度申請延期面積（見込み）欄には、当年度の申請期日までに実績報告書（兼支払請求書）の提出ができない経営体の助成対象見込み面積を記入する。

当年度助成対象分 前年度申請延期分
当年度予算による 円 円

助成額計



○先進的小麦生産等支援事業
取組概要

当年度助成対象面積
ha

小 麦 ha

て ん 菜

助 成 額 計 円



別紙様式第18号

年 度 ○○年度

事業実施状況報告書

○○農政局

担い手経営革新モデルの実践事業
モデル経営体数

○県 ○県 ○県 ○県 ○県 管内都道府県モデル経営体数
モデル経営体数 経営体

助成額
○県 ○県 ○県 ○県 ○県 管内都道府県助成額計

助成額 円

特定対象農産物の生産支援事業
助成対象面積

○県 ○県 ○県 ○県 ○県 管内都道府県助成対象面積
当年度助成対象 ha

面積

前年度申請延期 ha
面積

当年度申請延期 ha
面積（見込み）

注１ 当年度助成対象面積欄には、当年度の申請期日までに実績報告書（兼支払請求書）の提出があった経営体の助成対象面積を記入する。

２ 前年度申請延期面積欄には、前年に申請延期を行った経営体の助成対象面積を記入する。

３ 当年度申請延期面積（見込み）欄には、当年度の申請期日までに実績報告書（兼支払請求書）の提出ができない経営体の助成対象見込み面積を記入する。

助成額（当年度予算）
○県 ○県 ○県 ○県 ○県 管内都道府県助成額計

当年度助成対象分 円
前年度申請延期分 円



先進的小麦生産等生産支援事業
助成対象面積

○県 ○県 ○県 管内道県助成対象面積
小麦 ㎡
てん菜

助成額
○県 ○県 ○県 管内道県助成額計

助成額 円



様式例

番 号

年 月 日

殿

○○都道府県担い手育成総合支援協議会

代表者氏名 印

平成○○年度担い手経営革新促進事業に係る助成金額の通知について

平成○年○月○日付けで提出のあった「モデル経営体実績報告書（兼支払請求書）」又

は「担い手経営革新促進事業実績報告書（兼支払請求書）（特定対象農産物の生産支援事

業）」又は「先進的小麦生産等支援事業」の内容のうち下記の内容について助成金を支払

ったので通知する。

記

交付金の種類 交付決定額

担い手経営革新モデルの実践事業 円

特定対象農産物の生産支援事業 円

先進的小麦生産等支援事業 円

合 計 円


